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１．基本的事項

（１）計画の趣旨

笠間市国民健康保険保健事業総合計画は、「笠間市国民健康保険第２期データヘルス計画（国民健康保

険法第82条に基づく）」と「笠間市特定健康診査等第３期実施計画（高齢者の医療の確保に関する法律

第19条に基づく）」を一体的に策定したものです。国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する

指針等に基づき、レセプトや健診等の分析をもとに効果的な保健事業を行い、被保険者の健康の向上と医

療費の適正化を図ることを目的としています。

（２）計画期間

笠間市国民健康保険保健事業総合計画の計画期間は、「データヘルス計画」及び「特定健康診査等実施

計画」との整合性を踏まえ、平成30年度（2018年度）から令和５年度（2023年度）までの６年間

としています。

２．最終評価の趣旨

計画期間の終了に伴い、計画に掲げた課題に対する目標達成状況や事業の成果を検証し、ＰＤCＡサイク

ルに沿って、事業の取り組みを評価・改善し、次期計画へつないでいきます。

３．第２期データヘルス計画の評価

（１）現状分析と課題

笠間市の現状と課題について、計画策定時と現状での状況を検証します。

計画策定時（平成28年度）の状況
計画策定時

(平成28年度)

参 考

(令和 4年度)

現 状

(令和５年度)

笠

間

市

人口は減少傾向で、高齢化率は上昇傾

向にある（各年度10月１日現在）

人 口 77,564人 73,936人 73,334人

高齢化率 28.8％ 32.7％ 33.0％

死因割合の半数が脳疾患、心臓病、糖尿病 51.7％ 48.3％ 46.4％

全国より心疾患、脳血管疾患、糖尿病の死因割合が高い 左記のとおり 変わらない 変わらない

医

療

費

１人あたりの医療費が年々増加している 22,341円／月 24,630円／月 27,264 円／月

医療費の25％が循環器疾患、糖尿病、腎不全、脂質異常症 約 25.0％ 約 22.0％ 約 20.4％

１件あたり医療費は外来・入院ともに

腎不全が高額

外 来 170,520円 223,642円 224,973円

入 院 709,981円 651,136円 650,182円

人工透析患者の費用額は医療費全体の５％ 5.0％ 4.5％ 4.2％

長期入院の費用額の18.6％は脳血管疾患、虚血性心疾患 18.6％ 25.0％ 32.2％

高額レセプトの費用額の12％は脳血管疾患、虚血性心疾患 12.0％ 12.4％ 11.5％

特

定

健

康

診

査

等

特定健康診査の受診率は徐々に上昇

しているが目標に達していない

目標値 － 61.0％ 62.0％

受診率 40.1％ 39.7％ 39.4％

40・50歳代男性の特定健診受診率が低い 23.6％ 22.1％ 23.4％

特定保健指導実施率は徐々に上昇し

ているが目標に達していない

目標値 － 56.0％ 60.0％

受診率 36.7％ 33.9％ 23.5％

メタボ予備群の割合は横ばいだが、該

当者の割合は増加している

該当者 17.9％ 19.9％ 20.1％

予備群 9.5％ 9.1％ 9.2％

課

題

糖尿病などの生活習慣病の重症化予防 左記のとおり 同じ 同じ

特定健診受診率及び特定保健指導実施率の向上 左記のとおり 同じ 同じ
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【現状分析と課題】

検証の結果として、笠間市は人口減少と高齢化の進行がみられ、一人あたりの医療費は増加傾向にあり

ます。特定健康診査等の割合については、コロナ禍による受診控えの影響により減少後、改善傾向にあり

ましたが、令和4年度以降は横ばいとなっています。また、生活習慣病（循環器疾患・糖尿病・腎不全・

脂質異常症）が医療費全体の20.4%を占めており、１件あたりの外来医療費は、変わらず腎不全が最も

高い状況にあることなどから、第３期計画においては、第２期計画と同様に「生活習慣病の重症化予防」

を重点課題として取り組みます。

（２）短期的目標と中長期的目標

【短期的目標】

①高血圧症・脂質異常症・糖尿病・メタボリックシンドロームを減らす。

②40歳代・50歳代男性の受診率を向上させる。

【中長期的目標】

①１人あたり医療費の伸び率を抑制する。

②生活習慣病（糖尿病、慢性腎不全、脂質異常症、循環器疾患）の入院費用割合を減らす。

【目標を達成するための事業】

６つの事業を実施します。

①特定健診の受診率を向上するための事業

②特定保健指導の実施室を向上するための事業

③生活習慣病道両社に対する医療機関受診勧奨事業

④生活習慣病予防の啓発事業

⑤生活習慣病予防健診による若年者の健康づくり事業

⑥その他の保健事業

（３）目標に対する実績値【短期的・中長期的目標】

データヘルス計画の第２期における目標値に対する、実績値は以下のとおりです。

目 標 指 標 目標値
実績値

令和3年度

実績値

令和4年度

実績値

令和5年度

達

成

状

況

短
期
的

高 血 圧

Ⅱ度高血圧の割合 3.2％ 4.3% 4.6% 4.1%

Ⅲ度高血圧の割合 0.4％ 0.9% 0.9% 0.6%

収縮期血圧が 130㎜ Hg 以上の割

合
38.0％ 44.4% 44.5% 44.6%

拡張期血圧が85㎜Hg以上の割合 15.0％ 19.7% 19.4% 18.9%

糖 尿 病

HbA1c値が 5.6％以上の割合 60.0% 63.6% 72.2% 74.7%

空腹時血糖値が 100 ㎎/dl 以上の

割合
50.0% 56% 54.3% 53.5%

脂質異常
中性脂肪が150㎎/dl 以上の割合 25.0% 29.3% 28.9% 28.6%

LDL-C値が120㎎/dl以上の割合 50.0% 51.7% 52.2% 50.5%

メタボリック 該当者の割合 17.0% 19.3% 19.9% 20.1%
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（４）目標に対する実績値【目標を達成するための事業】

第２期計画において定めた６つの保健事業について、目標に対する実績値は以下のとおりです。

シンドローム 予備群の割合 9.4% 10.0% 9.1% 9.2% 〇

特定健診 男性の受診率
40歳代 30.0% 20.4% 20.9% 24.1%

50歳代 30.0% 22.7% 23.1% 22.7%

中
長
期
的

医 療 費

１人あたり医療費の伸び率（前年度

比）
1.5% 6.7% 0.8% 10.7%

生活習慣病に関する入院費用の割

合
10.0% 10.1% 10.0% 11.3%

事 業 名 目標値
実績値

令和3年度

実績値

令和4年度

実績値

令和5年度

達

成

状

況

①特定健診の受診率を向上するための事業

（ア）集団健診 回 数 58回 55回 52回 52回

受 診 者 数 5,800 人 4,359 人 4,485 人 4,253人

（イ）医療機関健診 契約機関数 570機関 584機関 586機関 583機関 〇

受 診 者 数 364人 188人 198人 144人

（ウ）人間ドック・脳ドック

による特定健診受診

契約機関数 11機関 12機関 13機関 13機関 〇

受 診 者 数 950人 716人 755人 711人

（エ）かかりつけ医からの健

診結果提供
提 供 数 40人 6人 2人 1人

（オ）JA 組合からの健診結

果提供
提 供 数 95人 39人 45人 36人

（カ）健診未受診者への勧奨

通知
通 知 回 数 1回/年 3回/年 3回/年 2回/年 〇

（ キ ） 健 診 周 知 活 動

(市の広報紙や通知等)
活 動 回 数 8回/年 11回/年 13回/年 11回/年 〇

②特定保健指導の実施率を向上するための事業

個別面接や家庭訪問 特定保健指導率 60% 36.2％ 33.9％ 23.5％

③生活習慣病未治療者に対する医療機関受診勧奨事業（要医療訪問）

未治療者への家庭訪問 医療機関受診率 75% 54.9％ 60.9％ 66.7％

④生活習慣病の啓発事業

健康講座等での知識普及

健 康 講 座 4回 2回 5回 5回 〇

糖尿病予防関連教室 18回 13回 13回 13回

慢性腎臓病予防教室 6回 2回 6回 6回 〇

健康体操等 32回 12回 12回 12回

健 康 相 談 150回 54回 94回 90回

歯周疾患検診受診者数 94人 65人 71人 62人
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（５）評価結果と今後の方向性

第２期データヘルス計画の最終評価を行った結果、まず、目標を達成するために取り組んできた６

つの事業については、特定健診や人間ドックの受診者数等は、対象者数（被保険者数）の減少を受け、

目標値に達することができませんでした。しかしながら、健診の周知活動や健康講座の開催回数など

では目標値を超えて実施できており、保健事業全体としては、約半分の項目で目標値に達することが

できました。

一方で、短期的・中長期的目標の達成状況をみると、高血圧や脂質異常等のいくつかの項目では改善

傾向が見られ、一定の効果が認められたものの、目標値に達した項目は、メタボリックシンドローム予

備群の割合のみという結果でした。

これらのことから、第３期データヘルス計画では、健康づくりの意識づけをより効果的にするアプ

ローチ方法や、医療機関と連携した保健指導について検討するなど、保健事業の内容を見直し改善し

ながら、目標を達成できるよう推進していきます。

⑤生活習慣病予防健診による若年者の健康づくり事業

生活習慣病予防健診
健 康 診 査 58回 55回 52回 52回

受 診 者 数 900人 510人 482人 416人

⑥その他の保健事業 ※（E）（F)は中間見直しによる新規事業

（A）人間ドック・脳ドック

受検費用一部助成事業
助 成 定 員 950人 930人 930人 880人

（B）ジェネリック医薬品の

普及促進

配 布 回 数 1回/年 1回/年 1回/年 1回/年 〇

通 知 回 数 2回/年 3回/年 3回/年 3回/年 〇

（C）医療機関適正受診の

啓発

訪 問 件 数
12件 7件 5件 5件

（D）禁煙の啓発 周 知 活 動 2回/年 1回/年 23回/年 8回/年 〇

（E）糖尿病性腎症重症化予

防事業
事業終了者数 10人 3人 3人 0人

（F）高齢者の保健事業と介

護予防の一体的実施事

業

通いの場への関与数 10回 15回 20回 22回 〇
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４．特定健康診査等第３期実施計画の評価

（１）目標に対する実績値

第３期計画において定めた目標値に対する実績値は以下のとおりです。

※1 出典：法定報告

※2 日本内科学会等内科系8学会の基準によるメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率

（２）評価結果と今後の方向性

特定健康診査等第３期実施計画の最終評価を行った結果、特定健康診査の受診率は、令和元年度に

42.6%まで上昇しましたが、コロナ禍における受診控えの影響により半減し、徐々に回復してきたも

のの、令和４年度以降は横ばいとなっています。特定保健指導の実施率については、令和元年度に

53.8%まで上昇しましたが、令和２年度以降減少傾向となっており、特定健康診査・特定保健指導、

いずれも目標値に達することはできませんでした。

未受診者の行動変容を目的に、AI やナッジ理論を活用した受診勧奨の実施や、より受診しやすい環

境整備として、夏の早期健診や土日健診の実施、特定保健指導の初回面接を健診当日に行うといった

取り組みをしてきましたが、結果に結びついていない状況です。

これらのことから、第４期計画では、特定健康診査や特定保健指導の周知方法や実施方法の検証・見

直しをおこない、被保険者がより利用しやすい環境を整えてまいります。

項 目 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

特定健診受診率

目標値 60％ 61％ 62％

実績値※1 37.2％ 39.7％ 39.4％

特定保健指導実施率

目標値 52％ 56％ 60％

実績値※1 36.2% 34.2% 23.5％

メタボリックシンドロームの該当者

及び予備群の減少率

（平成20年度比）※2

目標値 25%

実績値 6.2227% 10.154% 10.520%
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笠間市立病院経営強化プランの点検・評価

総務省の「公立病院改革ガイドライン」に基づき策定した「第１次笠間市立病院改革プラン」（Ｈ21～Ｈ23）、

笠間市独自に策定した「第２次笠間市立病院改革プラン」（H24～H26）が終了し、引き続き独自に策定した「第

３次笠間市立病院改革プラン」（H27～Ｈ29）の期間中に、総務省の「新公立病院改革ガイドライン」及び「茨城

県地域医療構想」が示されたことに伴い、第３次笠間市立病院改革プラン改訂版を策定しました。

第３次改革プラン改訂版は、計画期間が平成 29 年度（2017 年度）から令和２年度（2020 年度）までとなって

おりますが、令和 2 年夏頃を目処に国で「新公立病院ガイドライン」を改定し、各公立病院に対して、令和 3年

度以降の更なる改革プランの策定を要請することとなっていました。しかし、国が社会を取り巻く状況を踏まえ

ガイドラインの改定を延期しました。

その後、総務省から令和４年３月に公立病院経営強化ガイドラインが示され、令和６年３月に「笠間市立病

院経営強化プラン」を策定いたしました。令和６年度はプランにおける計画値と令和６年度の決算見込額との

比較により点検・評価を行いました。

【市立病院内部における点検・評価】

Ⅰ 経営効率化に係る計画

１ 数値目標

※ 経常収支比率 ： （医業収益＋医業外収益）／（医業費用＋医業外費用）×100

※ 職員給与費比率 ： 職員給与費／医業収益×100

※ 病床利用率 ： １日平均入院患者数／許可病床数(30)×100

項 目

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ６年度

前年比 計画比

（実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （計画） （見込）

経常収支比率（％） 93.8 85.5 96.9 99.3 97.7 93.0 94.7 90.0 -3.0 -4.7

職員給与費比率

（％）

56.0 55.3 56.3 55.2 54.3 62.1 66.2 65.0 2.9 -1.2

病床利用率（％） 79.5 89.0 86.2 89.1 85.6 85.4 87.0 86.7 1.3 -0.3

１日当たり

患者数（人）

入院 23.9 26.7 25.9 26.7 25.7 25.6 26.1 26.0 0.4 -0.1

外来 101.6 104.0 89.0 98.1 104.2 98.0 104.3 103.0 5.0 -1.3

1 人１日

当たり

収入（円）

入院 24,969 29,470 31,419 30,817 32,412 31,376 32,500 33,051 1,675 551

外来 12,877 11,052 13,027 14,058 13,616 12,990 14,000 12,542 -448 -1,458
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２ 目標達成に向けての具体的取組

（１）医療機能の充実

取 組 項 目

（計画）

ア．病床機能の検討

地域ニーズに対応し、診療報酬改定の動向を鑑みながら、最適な病床毎の入院料を検討していき

ます。具体的には、30 床病床のうち、現在 18 床で運用している地域包括ケア病床の割合を増や

すことを検討していきます。

令和６年度

(見込)

病床の割合を検討し、８月から地域包括ケア病床を２０床、一般病床を１０床とした。

２床増分したことにより、より充実したケアが出来た。

今後の取組・

課題等

患者に対するケアや人員配置を考慮しながら収益的にも効果的な病床割合を検討して

いく。

取 組 項 目

（計画）

イ．高齢化対策

進展する高齢化に対応するため、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリテーションを積極的に推

進します。

「認知症初期集中支援チーム」のメンバーとして、認知症の早期診断・早期対応に向けた支援

体制を構築し、地域で暮らす高齢者を介護・福祉・医療などさまざまな面から総合的な支援に努め

ます。

令和６年度

(見込)

訪問診療、訪問看護、訪問リハビリテーションにおいてそれぞれ令和５年度よりも患者

数を増やし、高齢者のケアを推進した。

認知症初期集中支援チームの会議を毎週月曜日に実施し、情報共有と自宅訪問や医療に

つなげる活動を継続した。

高齢者の在宅支援として、リハビリテーションのセラピストは、高齢福祉課や保険年金

課とも協働し、住宅改修後点検調査（６回）や転倒予防の講話（３回）を行った。

今後の取組・

課題等

老々介護、介護する子供の高齢化の対策、独居高齢者の退院後の療養先について、多職

種連携介入を行っていく必要がある。

問題点として、在宅療養困難者の増加や施設入所困難ケースが増えてきている。

取 組 項 目

（計画）

ウ．医療従事者等の確保

筑波大学との連携による「かさま地域医療教育ステーション推進事業」を継続し、さらに連携を

深め常勤医師を確保します。

同時に、長期的な病院経営を維持するために常勤医師（正職員）の確保に努めます。

また、在宅医療を積極的に推進するため、看護師、リハビリテーションスタッフの確保を目指しま

す。

令和６年度

(見込)

筑波大学の寄附講座事業により指導医２名を確保し、専攻医の受け入れも行った。

６月に常勤医師（正職員）を採用した。

今後の取組・

課題等
在宅医療の推進のため、訪問看護の患者数を増やすと共にスタッフの確保に努める。
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（２）経営の健全化

取 組 項 目

（計画）

エ．地域医療連携体制の強化

県立中央病院をはじめとする市内医療機関との連携強化を行い、急性期を脱した患者の在宅

復帰までの療養（回復期）の受入れを行います。また、在宅療養や介護施設等での容態悪化時の

受入れ機能を強化します。

訪問看護のステーションでは在宅医療の強化により、当院で療養した患者のみならず、他の医

療機関利用者からの紹介にも積極的に対応します。

令和６年度

(見込)

毎週木曜日に県立中央病院ラウンド（医師、看護師、MSW）を実施し、転院依頼のあっ
た患者の状態や患者、家族の意向を確認して転院調整を行った。

毎月第 3木曜日、緩和ケア地域連携カンファレンスに参加し、癌患者の地域連携を図っ
た。また、転院や訪問診療依頼のあった患者のその後の情報を共有した。

訪問看護ステーションでは、当院患者だけではなく、他の医療機関からの患者も積極的

に対応した。

今後の取組・

課題等

県立中央病院をはじめ、近隣の病院からの転院患者受け入れ（ポストアキュート）や施

設入所中、在宅療養中の患者の緊急入院、レスパイト受け入れ（サブアキュート）を積

極的に行っていく。

取 組 項 目

（計画）

ア．病床利用率の向上と平均在院日数の短縮

県立中央病院との定期的な医療カンファレンスにより、回復期・亜急性期患者受入れを推進し、病

床利用率の向上に努めるとともに、入院診療計画書の徹底やソーシャルワーカーによる退院調整

管理の徹底により、平均在院日数の短縮を図ります。

令和６年度

(見込)

県立中央病院に毎週木曜日にラウンドし、紹介患者や転院患者の病室を直接訪問し、患

者や家族の意向を確認した。平均在院日数は一般病床の施設基準を満たすことができ

た。

今後の取組・

課題等

地域包括ケア病床において、退院調整が困難なケースがあり、長期入院となることがあ

る。

取 組 項 目

（計画）

イ．外来患者数の維持

地域の診療所と役割の分担を行いながら、専門外来を充実させ、外来患者数を維持し続けま

す。

令和６年度

(見込)

地域に密着した医療を実践し、禁煙外来や飲酒量低減外来も充実させ、外来患者数を維

持した。

今後の取組・

課題等

感染症流行時の対応として、発熱外来の受入人数を増すための対策を検討する必要があ

る。
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取 組 項 目

（計画）

ウ．在宅医療

訪問診療・訪問看護及び訪問リハビリテーションの推進を図るため、人員増など体制を充実さ

せ、それぞれの件数について毎年の増加を図ります。

令和６年度

(見込)

４月から作業療法士を１名採用し、病棟勤務とする代わりに理学療法士１名を病棟・訪

問の兼務とし、患者数を増やした。

今後の取組・

課題等

一般病棟と地域包括ケア病床の割合を踏まえ、効果的人員配置を行いながら件数の増加

を図る。

取 組 項 目

（計画）

エ．適正な診療報酬の請求及び施設基準取得の確認

診療報酬請求事務の改善やレセプトの点検強化、返戻レセプト等の内容確認により、請求漏れ

や査定減の防止を図り、適正な診療報酬の請求に努めます。

また、現在取得の施設基準を再確認し、取得可能な基準は新たに届出を行います。

令和６年度

(見込)

毎月の管理会議において返戻・査定の状況報告をし、共通認識し適正な診療報酬請求に

努めた。

６月の診療報酬改正に伴い、「医療 DX推進体制整備加算」や「外来・在宅ベースアップ
評価料」など新規で 6つの施設基準の届出を行い取得した。

今後の取組・

課題等

施設基準の届出は専門性が強く、病院職員の各分野での確認が必要であり、取り漏れの

ない様にしなければいけない。

取 組 項 目

（計画）

オ．収入確保と経費の削減

各種ワクチン接種の料金や診断書料金などを確認し、適正な収入を確保します。また、委託料・

賃借料の見直しを行い、医薬品や診療材料については、在庫管理の再点検を実施するとともに、

採用医薬品の絞込みや後発医薬品（ジェネリック医薬品）の採用拡大に努めます。

令和６年度

(見込)

各種ワクチン接種の料金の見直しを行い、適切な料金設定を行った。

毎月実施の業務管理委員会において医薬品の採用など協議し適正な購入を行った。

今後の取組・

課題等

時期により全国的に医薬品が品薄な状況があり、在庫管理が難しく、薬品業者との調整

が必要となることがある。
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（３）院内組織体制の強化

その他

総務省から令和４年３月に公立病院経営強化ガイドラインが示され、笠間市立病院では令和６年３月に「笠間市立病

院経営強化プラン」を策定いたしました。計画期間は令和６年度から令和９年度までで、本プランに従い経営の強化を実

践いたします。

取 組 項 目

（計画）

ア．交流事業の推進

県立中央病院との教育を重視した人事交流を行うことにより、スタッフのレベルアップと組織体

制の強化を図ります。

令和６年度

(見込)

県立中央病院との人事交流として、看護師 1名の派遣と 1名の受け入れを行った。
県へ派遣した看護師は、整形外科病棟で急性期の患者の看護を学んだ。県から派遣され

ている看護師は、退院調整や退院後訪問など在宅療養につなげる看護、回復期、亜急性

期病院の役割の理解を深めた。

今後の取組・

課題等
今後も県立中央病院との人事交流を継続的に行い、専門職のレベルアップを図る。

取 組 項 目

（計画）

イ．スキル向上

医療現場における職員の質やスキルの向上のため、各種研修会等へ参加し医療の充実及び

効率化を図ります。

令和６年度

(見込)

１３名の看護師が看護協会主催の研修を受講した。内容は主に高齢者や認知症に関する

研修で、その他県立中央病院主催の感染管理や、緩和ケアについての研修も受講した。

研修後伝達講習を行い、新たな知識や技術を身につけ、看護の質向上に努めた。

医療安全管理者養成研修１名、認定看護管理者教育課程ファーストレベル１名、看護必

要度院内指導者研修２名それぞれ取得した。

今後の取組・

課題等
職員の質向上、個人のスキルアップのため、研修受講を継続する。

取 組 項 目

（計画）

ウ．医療従事者等の負担軽減

医師等に代わり対応可能な業務については、医師事務作業補助者や特定行為看護師などが

行い、負担軽減を図ります。

また、業務委託についても検討します。

令和６年度

(見込)
医師事務作業補助者を引き続き任用し医師業務の負担軽減を図った。

今後の取組・

課題等

業務委託により業務軽減にはつながるが、経費が増してしまうため、費用対効果を検証

したうえで慎重に業務委託に移行する必要がある。



３ 収支計画 

a 686,981 771,250 790,014 867,319 854,652 775,242 799,428 820,404 45,162 20,976 

536,699 566,357 578,373 634,501 648,716 603,773 617,269 626,295 22,522 9,026 

217,428 288,067 296,656 300,678 303,834 294,305 316,739 313,629 19,324 -3,110 入院患者数の減

319,271 278,290 281,717 333,823 344,882 309,468 300,530 312,666 3,198 12,136 
発熱外来の実施(ｲﾝﾌﾙ
増)

150,282 204,893 211,641 232,818 205,936 171,469 182,159 194,109 22,640 11,950 
室料+1,447、公衆衛生
+4,075、訪ﾘﾊ+2,996

67,223 71,737 78,850 80,427 79,893 46,248 47,035 50,798 4,550 3,763 

73,402 111,574 165,983 76,060 65,356 82,714 76,833 79,370 -3,344 2,537 

56,001 73,077 145,938 47,157 48,105 69,594 68,160 67,701 -1,893 -459 

0 0 4,172 13,239 1,200 908 0 96 -812 96 
物価高騰対策関係補助
金

17,401 38,497 15,873 15,664 16,051 12,212 8,673 11,573 -639 2,900 長期前受金戻入の増

(A) 760,383 882,824 955,997 943,379 920,008 857,956 876,261 899,774 41,818 23,513 

ｂ 775,020 955,432 836,337 898,449 886,359 869,946 867,937 930,558 60,612 62,621 

ｃ 384,498 426,769 444,929 478,966 464,050 481,220 529,012 533,214 51,994 4,202 人件費の増（医師+1名、
OT+1名、給与改定）

120,370 123,917 132,003 130,197 135,330 128,910 123,142 143,957 15,047 20,815 
ｺﾛﾅ抗原ｷｯﾄ、予防接種
ﾜｸﾁﾝ、物価高騰

147,008 145,466 158,836 178,533 169,898 150,630 142,265 151,023 393 8,758 
賃借+2,244、委託
+2,568、負担金+1,482

95,999 83,740 83,716 84,287 86,119 80,390 72,350 72,225 -8,165 -125 

27,145 175,540 16,853 26,466 30,962 28,796 1,168 30,139 1,343 28,971 消費税算定上の雑損失

35,337 77,584 150,700 51,478 55,458 52,302 57,815 69,147 16,845 11,332 

2,552 6,576 1,606 1,596 1,594 1,764 1,699 1,698 -66 -1 

32,785 71,008 149,094 49,882 53,864 50,538 56,116 67,449 16,911 11,333 
行政施設管理費・病児
保育運営費の増

(B) 810,357 1,033,016 987,037 949,927 941,817 922,248 925,752 999,705 77,457 73,953 

(C) -49,974 -150,192 -31,040 -6,548 -21,809 -64,292 -49,491 -99,931 -35,639 -50,440 

(D) 745 0 316 1225 5181 1435 0 0 -1,435 0 

(E) 0 272 2,536 37 33 0 0 0 0 0 

(F) 745 -272 -2,220 1,188 5,148 1,435 0 0 -1,435 0 

-49,229 -150,464 -33,260 -5,360 -16,661 -62,857 -49,491 -99,931 -37,074 -50,440 

(G) 460,490 610,954 644,214 649,574 666,235 62,857 105,400 162,788 99,931 57,388 

(ｱ) 321,056 349,521 386,070 439,599 469,420 455,588 460,423 403,449 -52,139 -56,974 預金の減

(ｲ) 139,436 93,522 110,396 121,042 114,877 114,582 131,607 126,702 12,120 -4,905 未払金の減

(ｳ) 0 0 0 0 

(ｴ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

差引
不　　良　　債　　務
｛(ｲ)-(ｴ)｝-｛(ｱ)+(ｳ)｝

(ｵ) -181,620 -255,999 -275,674 -318,557 -354,543 -341,006 -328,816 -276,747 64,259 52,069 

(％) 93.8 85.5 96.9 99.3 97.7 93.0 94.7 90.0 -3.0 -4.7 
給与費、材料費、経費
の増

(％) -26.4 -33.2 -34.9 -36.7 -41.5 -44.0 -41.1 -33.7 10.3 7.4 医業収益の増

(％) 88.6 80.7 94.5 96.5 96.4 89.1 92.1 88.2 -0.9 -3.9 
給与費、材料費、経費
の増

(％) 56.0 55.3 56.3 55.2 54.3 62.1 66.2 65.0 2.9 -1.2 
医師、OT増員等に対し
医業収益の増が大

（H） -181,620 -255,999 -275,674 -318,557 -354,543 -341,006 -328,816 -276,747 64,259 52,069 

(％) - - - - - - - - - -

(％) 79.5 89.0 86.2 89.1 85.6 85.4 87.0 86.7 1.3 -0.3 

　（１） 収益的収支計画 （単位：千円）

1．医業収益

　(1)料金収入

　　　入院収益

　　　外来収益

　(2)その他

　　　うち他会計負担金

2．医業外収益

　(1)他会計負担金・補助金

　(2)国（県）補助金

　(3)その他

　経　　常　　収　　益

1．医業費用

　(1)職員給与費

　(2)材料費

　(3)経費

　(4)減価償却費

　(5)その他

2．医業外費用

　(1)支払利息

　(2)その他

　経　　常　　費　　用

　経　常　損　益　(A)－(B)

1．特　別　利　益

2．特　別　損　失

　特　別　損　益　(Ｄ)－(Ｅ)

　純　　　損　　　益　　　　　(C)＋(F)

累 積 欠 損 金

流　　　動　　　資　　　産

流　　　動　　　負　　　債

　　う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源等

当年度同意等債で未借入
又は未発行の額等

経 常 収 支 比 率 (A)/(B)×100

不 良 債 務 比 率 (ｵ)/ a ×100

医 業 収 支 比 率  a / b ×100

職員給与費対医業収支比率 c/a×100

地方財政法施行令第19条第1項
により算出した資金の不足額

資 金 不 足 比 率  (H)/a ×100

病 床 利 用 率

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　区　分

30年度
(実績)

元年度
(実績)

2年度
(実績)

3年度
(実績)

4年度
(実績)

5年度
(実績)

6年度
(計画)

6年度
(見込)

前年比 計画比 計画比の増減理由

特
別
損
益

不

良

債

務

収

入

支

出
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0 0 0 7,000 16,200 2,800 33,000 29,700 26,900 -3,300 

9,585 44,901 11,675 25,579 35,949 25,449 55,132 51,792 26,343 -3,340 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 

40,000 0 4,967 2,750 4,400 2,750 2,750 2,499 -251 -251 
心電計等に国保調整交
付金充当

0 0 0 0 

(a) 49,585 44,901 16,642 35,329 56,549 30,999 90,882 83,991 52,992 -6,891 

(b) 0 0 

(c) 0 0 0 0 

(A) 49,585 44,901 16,642 35,329 56,549 30,999 90,882 83,991 52,992 -6,891 

1,318 7,923 6,955 21,444 39,618 11,905 70,733 63,812 51,907 -6,921 

17,355 70,965 20,000 29,666 36,680 41,743 42,280 42,279 536 -1 

0 0 

0 0 

(B) 18,673 78,888 26,955 51,110 76,298 53,648 113,013 106,091 52,443 -6,922 

(C) -30,912 33,987 10,313 15,781 19,749 22,649 22,131 22,100 -549 -31 

0 33,987 10,313 15,781 19,749 22,649 22,131 22,100 -549 -31 

0 0 

0 0 

(E) 0 0 

(D) 0 33,987 10,313 15,781 19,749 22,649 22,131 22,100 -549 -31 

(E) -30,912 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 

-30,912 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

(90,864) (110,135) (193,323) (98,618) (91,715) (62,020) (65,000) (61,633) -387 -3,367 

123,115 144,814 224,788 127,584 120,289 112,644 115,195 118,499 -5,855 3,304 

12,484 28,200 104,844 22,874 17,101 42,030 37,332 36,874 5,156 -458 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

9,585 44,901 11,675 25,579 35,949 25,449 55,132 51,792 -26,343 -3,340 

(90,864) (110,135) (193,323) (98,618) (91,715) (62,020) (65,000) (61,633) -387 -3,367 

132,700 189,715 236,463 153,163 156,238 138,093 170,327 170,291 -32,198 -36 

 （　　　　　）内は基準外繰入金

　（２） 資本的収支計画 （単位：千円）

1．企　　　 　業　 　　　債

2．他　会　計　出　資　金

3．他　会　計　負　担　金

4．他　会　計　借　入　金

5．他　会　計　補　助　金

6．国　（ 県 ）　補　助　金

7．そ　　　 　の　　　 　他

収 入 計

うち翌年度へ繰り越される
支出の財源充当額

前年度許可債で当年度借入分

   純 計 (a)-｛(b)+(c)｝

1．建　設　改　良　費

2．企　業　債　償　還　金

3．他会計長期借入金返還金

4．その他

支 出 計

差引不足額　(B)－(A)

1．損益勘定留保資金

2．利益剰余金処分額

3．繰 越 工 事 資 金

4．そ　　　の　　　他

計

補てん財源不足額　(C)－(D)

当年度同意等で未借入
又は未発行の額

実 質 財 源 不 足 額　　　 (E)－(F)

　（３） 一般会計等からの繰入金の見通し （単位：千円）

う ち 一 般 会 計 補 助 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　区　分

30年度
(実績)

元年度
(実績)

2年度
(実績)

3年度
(実績)

4年度
(実績)

5年度
(実績)

6年度
(計画)

6年度
(見込)

前年比 計画比 計画比の増減理由

支

出

補
て
ん
財
源

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　区　分

30年度
(実績)

元年度
(実績)

2年度
(実績)

3年度
(実績)

4年度
(実績)

5年度
(実績)

6年度
(計画)

6年度
(見込)

前年比 計画比 計画比の増減理由

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合 計

収

入
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《取扱注意》

令和７年度　笠間市立病院事業会計予算（案）
収益的収入及び支出（３条予算）

収入 (単位：千円)
本年度当初 前年度当初 構成比

予定額 予定額 （％）

１．病院事業収益 １．医業収益 １．入院収益 326,919 316,739 10,180 35.9 ・入院患者：9,855人　１日平均27人×365日×33,173円

２．外来収益 310,071 300,530 9,541 34.0 ・外来患者：24,442人　1日平均101人×242日×12,686円

３．その他の医業収益 196,145 187,523 8,622 21.5 

・室料差額収益　13,000（個室料金）
・公衆衛生活動収益　49,772（健康診断、予防接種等）
・訪問看護収益　43,265
・訪問リハビリ収益　18,634
・居宅介護支援収益　6,080
・その他医業収益　65,394
　　　うち　 保健衛生活動分　8,871
　　　　　　　認知症初期集中支援事業負担金　160
　　　　　　　在宅医療分　20,000
　　　　　　　休日夜間診療分　18,692
　　　　　　　休日夜間診療分　3,000（国保特別会計）
　　　　　　　人事交流事業県支出金　8,671
　　　　　　　文書料介護意見書等　6,000

【前年度比見積増減要因】
　　　室料差額収益12,000→13,000(+1,000)、公衆衛生活動収益40,422→49,772（+9,350）、
　　　訪問看護収益41,188→43,265(+2,077)、訪問リハビリ収益21,466→18,634(▲2,832)、
　　　保健衛生活動分10,525→8,871（▲1,654）、休日夜間診療分19,080→18,692（▲388）、
　　　人事交流事業県負担金7,782→8,671(+889)、文書料介護保険主治医意見書等5,820→6,000(+180)

２．医業外収益

２．他会計補助金 38,351 37,332 1,019 4.2 

 ・研究研修費分　633
 ・共済追加費用　2,334
 ・医師派遣分　20,471
 ・基礎年金拠出分　10,484
 ・児童手当分　4,319
 ・病院改革推進補助金　110

【前年度比見積増減要因】
　　　研究研修費分906→633（▲273）、共済追加費用2,378→2,334（▲44）
　　　医師派遣分20,283→20,471（+188）、基礎年金拠出分10,463→10,484（+21）
　　　児童手当分3,302→4,319（+1,017）、病院改革推進分0→110（+110）

３．患者外給食収益 1,560 1,560 0 0.2 

４．長期前受金戻入 6,659 6,570 89 0.7 減価償却分国県補助金戻入

５．その他の医業外収益 1,200 754 446 0.1 TVカード販売、自動販売機設置料、病児保育利用料等

３．特別利益 １．固定資産売却益 1 1 0 0.0 項目のみ

２．過年度損益修正益 1 1 0 0.0 項目のみ

３．その他特別利益 1 1 0 0.0 項目のみ

911,310 881,839 29,471 100.0 計

款 項 目 前年度比較 備 考

１．他会計負担金 30,402 30,828 ▲ 426 3.3 

・一般会計負担金：企業債利子×1/2　921
・プレコンセプションケア事業負担金　160
・病児保育負担金　15,253
・地域医療センターかさま施設管理負担金　14,068

【前年度比見積増減要因】
　　　企業債利子850→921(+71)
　　　病児保育負担金14,268→15,253（+985）
　　　地域医療センターかさま施設管理負担金15,550→14,068（▲1,482）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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《取扱注意》

支出 (単位：千円)
本年度当初 前年度当初 構成比

予定額 予定額 （％）

１．病院事業費用 １．医業費用

２．材料費 155,791 129,956 25,835 14.8 

薬品費124,872、診療材料費22,440、給食材料費7,630、医療消耗備品費849

【前年度比増減要因】　　
　　　　薬品費104,280→124,872（+20,592）　
         診療材料費18,005→22,440(+4,435)
         給食材料費6,838→7,630（+792）
         医療消耗備品費833→849(+16)

３．経費 150,483 178,893 ▲ 28,410 14.3 

旅費交通費1,008、職員被服費38、消耗品費3,486、消耗備品費558、光熱水費12,120、燃料費720、食糧費150、印刷
製本費200、修繕費2,220、保険料915、賃借料16,125、通信運搬費4,200、委託料97,405、負担金8,672、諸会費651、
雑費2,005、公課費9、貸倒引当金繰入金1

【前年度比増減要因】
　　　　旅費交通費900→1,008（+108）、職員被服費112→38（▲74）、消耗備品費955→558（▲397）、
　　　　光熱水費15,903→12,120（▲3,783）、燃料費696→720（+24）、印刷製本費400→200（▲200）、
　　　　修繕費2,540→2,220（▲320）、保険料994→915（▲79）、賃借料12,274→16,125（+3,851）、
　　　　委託料106,577→97,405(▲9,172)、負担金27,328→8,672（▲18,656）、雑費1,702→2,005（+303）、
　　　　公課費24→9（▲15）

４．減価償却費 79,537 72,350 7,187 7.5 

建物減価償却費48,485、構築物減価償却費6,108、器械備品減価償却費23,763、車輌減価償却費1,181

【前年度比較増減要因】
　　　　器械備品16,927→23,763（+6,836）、車両830→1,181(+351)

５．資産減耗費 200 21 179 0.0 

たな卸し資産減耗費1、固定資産除却費199

【前年度比増減要因】
　　　　固定資産除却費20→199（+179）　

６．研究研修費 1,264 1,264 0 0.1 研究図書費120、研究旅費439、研究負担金700、研究雑費5

２．医業外費用 １．支払利息 1,841 1,699 142 0.2 企業債利子

２．患者外給食材料費 1,560 1,560 0 0.1 

３．消費税及び地方消費税 5,000 5,000 0 0.5 

４．雑支出 50 50 0 0.0 

５．給与費 16,042 15,034 1,008 1.5 

病児保育看護師等報酬13,776、病児保育看護師等法定福利費2,266

【前年度増減要因】
　　　　病児保育看護師等報酬12,875→13,776（+901）、病児保育看護師等法定福利費2,159→2,266（+107）

６．その他の医業外費用 35,759 18,095 17,664 3.4 

病児保育運営費2,340、地域医療センターかさま施設管理費14,068、旅費351
その他の医業外費用（地域医療研修推進事業）19,000
【前年度増減要因】
　　　　病児保育運営費2,192→2,340（+148）、地域医療センターかさま施設管理費15,550→14,068（▲1,482）
　　　　旅費353→351（▲2）、その他医業外費用0→19,000（+19,000）

款 項 目 前年度比較 備 考

１．給与費 604,992 554,277 50,715 57.3 

給料175,732、手当166,697、報酬156,040、法定福利費76,434、賞与引当金25,082
法定福利費引当金5,007

【前年度比増減要因】
　　　　給料163,714→175,732（+12,018）　
　　　　手当150,653→166,697（+16,044）
　　　　報酬143,037→156,040（+13,003）
　　　　法定福利費69,498→76,434（+6,936）　
　　　　賞与引当金22,856→25,082（+2,226）
         法定福利費引当金4,519→5,007(+488)
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《取扱注意》

本年度当初 前年度当初 構成比

予定額 予定額 （％）

１．病院事業費用 ３．特別損失 １．固定資産売却損 1 1 0 0.0 項目のみ

２．臨時損失 1 1 0 0.0 項目のみ

３．過年度損益修正損 1 1 0 0.0 項目のみ

４．その他の特別損失 1 1 0 0.0 項目のみ

４．予備費 １．予備費 3,000 3,000 0 0.3 

1,055,523 981,203 74,320 100.0 

資本的収入及び支出（４条予算）

収入
(単位：千円)

本年度当初 前年度当初 構成比

予定額 予定額 （％）

１．資本的収入 １．企業債 １．企業債 4,000 33,000 ▲ 29,000 12.4 医療機器購入分　4,000

２．出資金 １．出資金 28,145 55,132 ▲ 26,987 87.6 

一般会計出資金
　・企業債元金分（1/2）　24,135
　・医療機器分（1/2）　3,013
　・機械備品分（1/2）　997

３．補助金 1．他会計補助金 0 2,750 ▲ 2,750 0.0 
国民健康保険特別会計補助金（特別調整交付金直営診療施設整備補助金）
　・医療機器分　皆減

32,145 90,882 ▲ 58,737 100.0 

支出
(単位：千円)

本年度当初 前年度当初 構成比

予定額 予定額 （％）

１．資本的支出 １．建設改良費 １．資産購入費 8,018 70,733 ▲ 62,715 14.2 

資産購入費　2,340
　介護請求ソフト2,340
医療機器購入費　3,685
　全自動分割分包機3,685
機械備品購入費　1,993
　監視カメラ1,993

２．企業債償還金 １．企業債償還金 48,270 42,280 5,990 85.8 企業債元金等償還　48,270

56,288 113,013 ▲ 56,725 100.0 

計

計

計

款 項 目 前年度比較 備 考

款 項 目 前年度比較 備 考

款 項 目 前年度比較 備 考
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国民健康保険の税率改正について

１．国民健康保険財政のしくみ

（１）平成３０年度から、県が国保財政運営の責任主体となり、国保運営の中心的役割を担っている。

（２）県は、医療給付費等の見込みを想定し、市町村ごとの「国保事業費納付金（納付金）」を決定する

とともに、その給付金を納付する財源となる保険税収入を確保するために必要な各市町村の「標準

保険税率」を示す。

（３）市町村は、県が決定した納付金を納付するため、その主な財源となる保険税について、県が示す

「標準保険税率」を参考に保険税率を定め、賦課・徴収する。

２．笠間市国保の状況

（１）被保険者数

被保険者数は、人口減少、団塊の世代の後期高齢者医療への移行などにより、大きく減少してお

り、今後も減少が見込まれる。

また、６５歳～７４歳の高齢者が占める割合が５割近くと、高い割合になっている。【図表１】

（２）医療費

医療給付費（保険者負担分）は、一人当たりの医療費が伸びていることから、被保険者数の減少率

ほどは減少しない。【図表２】

【図表１】被保険者数の推移・推計 【図表２】医療費の推移・推計

※各年度末現在 ※Ｒ６以降推計方法：一人当たり医療費…毎年３.３％ずつ増加

※Ｒ６以降推計方法：毎年４.０％ずつ減少 医療給付費…被保険者数×一人当たり医療費

（３）保険税率

概ね３～４年ごとに保険税率の改正を行っており、令和４年度からは平等割を廃止し、賦課方式

を所得割と均等割の２方式に変更した。

【図表３】保険税率の推移及び標準保険税率

協議事項第３号

年度 被保険者数 年度 医療給付費
一人当たり

医 療 費前年度比 高齢者率 前年度比 前年度比

Ｒ元 18,418 人 ▲902 人 46.9％ Ｒ元 4,961,543 千円 35,498 千円 261,081 円 13,155 円

Ｒ２ 18,262 人 ▲156 人 48.1％ Ｒ２ 4,777,639 千円 ▲183,904 千円 258,530 円 ▲2,551 円

Ｒ３ 17,568 人 ▲694 人 49.1％ Ｒ３ 5,049,824 千円 272,185 千円 279,413 円 20,883 円

Ｒ４ 16,918 人 ▲650 人 48.6％ Ｒ４ 4,988,619 千円 ▲ 61,205 千円 285,783 円 6,370 円

Ｒ５ 16,097 人 ▲821 人 47.9％ Ｒ５ 5,172,958 千円 184,339 千円 310,838 円 25,055 円

Ｒ６ 15,452 人 ▲645 人 47.9％ Ｒ６ 4,960,092 千円 ▲212,866 千円 321,000 円 10,162 円

Ｒ７ 14,833 人 ▲619 人 47.9％ Ｒ７ 4,909,723 千円 ▲ 50,369 千円 331,000 円 10,000 円

Ｒ８ 14,238 人 ▲595 人 47.9％ Ｒ８ 4,855,158 千円 ▲ 54,565 千円 341,000 円 10,000 円

Ｒ９ 13,668 人 ▲570 人 47.9％ Ｒ９ 4,811,136 千円 ▲ 44,022 千円 352,000 円 11,000 円

Ｒ10 13,120 人 ▲548 人 47.9％ Ｒ10 4,762,560 千円 ▲ 48,576 千円 363,000 円 11,000 円

Ｒ11 12,594 人 ▲526 人 47.9％ Ｒ11 4,710,156 千円 ▲ 52,404 千円 374.000 円 11,000 円

年 度
医療給付費分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分

所得割率 均等割額 平等割額 所得割率 均等割額 平等割額 所得割率 均等割額

Ｈ27 ～ Ｈ29 7.70％ 24,800 円 24,000 円 2.55％ 7,700 円 6,600 円 2.20％ 12,000 円

Ｈ30 ～ Ｒ３ 7.50％ 23,400 円 22,800 円 2.60％ 8,200 円 7,100 円 2.30％
13,000 円

Ｒ４ ～ 6.00％ 20,000 円

廃止

3.30％ 11,600 円

廃止

3.10％

Ｒ６笠間市

標準保険税率
7.10％ 42,750 円 3.32％ 19,467 円 2.75％ 19,985 円

－1－
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（４）保険税額（現年課税分）

保険税の課税総額（調定額）は、被保険者数の減少に伴い、年々減少している。

【図表４】保険税課税総額及び一人当たり課税額の推移

※Ｒ６は１２月末現在

（５）国保事業費納付金

納付金は、県が市町村に交付する保険給付費等の財源に充てるため、市町村に納付を求めるもの

（市町村が徴収した保険税を県に納めるイメージ）で、各市町村の医療費水準・所得水準に応じて算

定される。

【図表５】納付金の推移・推計

※Ｒ７以降の推計方法：前年度×96.0％（被保険者数減）×103.3％（一人当たり医療費増）

（６）国保財政調整基金

納付金の納付に必要な保険税収入が不足していることから、令和５年度からは基金を取崩して補

填している状況にあるため、基金の残高は年々減少しており、現在の保険税率では、数年後には底を

つく見込みとなっている。

【図表６】基金の状況

年度
課税総額

（調定額）

一人当たり

課 税 額前年度比 前年度比

Ｒ元 1,820,307 千円 ▲ 85,003 千円 98,834 円 216 円

Ｒ２ 1,764,988 千円 ▲ 55,319 千円 96,649 円 ▲ 2,185 円

Ｒ３ 1,743,603 千円 ▲ 21,385 千円 99,249 円 2,600 円

Ｒ４ 1,438,603 千円 ▲ 305,000 千円 85,033 円 ▲ 14,216 円

Ｒ５ 1,381,151 千円 ▲ 57,452 千円 85,805 円 772 円

Ｒ６ 1,333,205 千円 ▲ 47,946 千円 86,124 円 319 円

年度 納付金額

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前年度比

Ｒ元 2,296,179 千円 ▲231,805 千円

Ｒ２ 1,973,579 千円 ▲322,600 千円

Ｒ３ 1,825,337 千円 ▲148,242 千円

Ｒ４ 1,883,335 千円 57,998 千円

Ｒ５ 2,094,514 千円 211,179 千円

Ｒ６ 2,122,247 千円 27,733 千円

Ｒ７ 2,105,270 千円 ▲ 16,977 千円

Ｒ８ 2,088,427 千円 ▲ 16,843 千円

Ｒ９ 2,071,719 千円 ▲ 16,708 千円

Ｒ10 2,055,145 千円 ▲ 16,574 千円

Ｒ11 2,038,703 千円 ▲ 16,442 千円

年度
積立額

取崩額 年度末残高 備 考
余剰金分 預金利子分 計

Ｒ元 39,161,618 円 28,730 円 39,188,348 円 0 円 405,999,195 円

Ｒ２ 254,207,188 円 39,812 円 254,247,000 円 0 円 660,246,195 円

Ｒ３ 430,687,000 円 11,922 円 430,698,922 円 0 円 1,090,945,117 円

Ｒ４ 268,283,378 円 19,622 円 268,303,000 円 0 円 1,359,248,117 円

Ｒ５ 0円 26,105 円 26,105 円 226,070,000 円 1,133,204,222 円

Ｒ６ 0円 1,100,000 円 1,100,000 円 328,315,000 円 805,989,222 円 取崩額は当初予算

保険税収入

1,399,993

基金繰入金

226,070

繰越金
10,203

国県支出金
78,045

延滞金等
26,045

一般会計繰入金

354,158

納付金の財源内訳（Ｒ５決算）

保険税収入で賄うべき額＝1,636,266

納付金＝2,094,514

（単位：千円）
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３．保険税率改正の試算

（１）県の示す笠間市の令和６年度標準保険税率を参考とする。

【図表７】保険税率（現行・標準）

（２）被保険者の急激な負担増加とならないよう、標準保険税率に向けて段階的に引き上げる。

【図表８】引き上げ幅の案（仮定税率）

※標準保険税率は、所得割率については小数点以下第１位に、均等割額については百円単位に、それぞれ切り上げている。

【図表９】検討案

（３）試算方法

①保険税課税総額（調定額）及び収入額

令和６年度本算定のデータに、各年度における被保険者数の推計【図表１】及び仮定税率【図表８】

を当てはめ、収納見込率を乗じて算出した。

②国保事業費納付金

前年度の納付金額に、被保険者数及び一人当たり医療費の増減率を乗じて算出した。【図表５】

③国保財政調整基金

②の方法で算出した納付金の納付に必要な財源（①で算出した保険税収入額＋（国県支出金、一般

会計繰入金等の特定財源）＋滞納繰越分保険税収入等の一般財源）が足りている場合は基金へ積立

て、不足している場合は基金取崩し（繰入金）となる。

区 分
医療給付費分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分 合 計

所得割率 均等割額 所得割率 均等割額 所得割率 均等割額 所得割率 均等割額

笠間市
現行 6.00％ 20,000 円 3.30％ 11,600 円 3.10％ 13,000 円 12.40％ 44,600 円

標準 7.10％ 42,750 円 3.32％ 19,467 円 2.75％ 19,985 円 13.17％ 82,202 円

県内平均 現行 6.60％ 32,920 円 2.68％ 13,723 円 2.12％ 14,423 円 11.40％ 59,066 円

区 分
医療給付費分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分 合 計

所得割率 均等割額 所得割率 均等割額 所得割率 均等割額 所得割率 均等割額

現行保険税率 6.00％ 20,000 円 3.30％ 11,600 円 3.10％ 13,000 円 12.40％ 44,600 円

①１／３反映 6.40％ 27,600 円 3.40％ 14,300 円 3.00％ 15,400 円 12.80％ 57,300 円

②１／２反映 6.60％ 31,400 円 3.40％ 15,600 円 3.00％ 16,500 円 13.00％ 63,500 円

③２／３反映 6.80％ 35,200 円 3.40％ 16,900 円 2.90％ 17,700 円 13.10％ 69,800 円

④標準保険税率 7.10％ 42,800 円 3.40％ 19,500 円 2.80％ 20,000 円 13.30％ 82,300 円

年度 〔案１〕 〔案２〕 〔案３〕

Ｒ７ 第１段階 ②１／２反映税率 第１段階 ②１／２反映税率 第１段階 ①１／３反映税率

Ｒ８

Ｒ９ 最終段階 ④標準保険税率 第２段階 ③２／３反映税率

Ｒ10 最終段階 ④標準保険税率

Ｒ11 最終段階 ④標準保険税率

〔案１〕 〔案２〕 〔案３〕

標準 標準 標準

２／３反映

１／２反映 １／２反映

１／３反映

現行 現行 現行

R6 R7 R8 R9 R6 R7 R8 R9 R10 R6 R7 R8 R9 R10 R11

－3－



（４）試算結果

【図表９】の検討案について試算した結果、被保険者の負担増加が緩やかであり、国保財政調整基

金など国保の財政運営の面からも〔案３〕が最適であると判断した。

※それぞれの〔案〕における詳細は、【資料】を参照。

▼世帯構成別（モデルケース）保険税年税額

【図表１０】４０歳代単身世帯

■給与収入：３６０万円（所得金額：２４４万円）

【図表１１】４０歳代夫婦（妻は専業主婦）＋子ども２人の４人世帯

■夫の給与収入：６００万円（所得金額：４３６万円）

【図表１２】前期高齢者夫婦（妻は基礎年金のみ）の２人世帯

■夫の年金収入：３００万円（所得金額：１９０万円）

Ｒ６（現行） Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

〔案１〕

293,800 円 324,800 円 349,600 円

前年度比 31,000 円 0 円 24,800 円

現 行 比 31,000 円 55,800 円

〔案２〕

293,800 円 324,800 円 349,600 円

前年度比 31,000 円 0 円 0円 24,800 円

現 行 比 31,000 円 55,800 円

〔案３〕

293,800 円 314,500 円 333,100 円 349,600 円

前年度比 20,700 円 0 円 18,600 円 0 円 16,500 円

現 行 比 20,700 円 39,300 円 55,800 円

Ｒ６（現行） Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

〔案１〕

576,500 円 637,900 円 687,200 円

前年度比 61,400 円 0 円 49,300 円

現 行 比 61,400 円 110,700 円

〔案２〕

576,500 円 637,900 円 687,200 円

前年度比 61,400 円 0 円 0円 49,300 円

現 行 比 31,000 円 110,700 円

〔案３〕

576,500 円 617,600 円 654,400 円 687,200 円

前年度比 41,100 円 0 円 36,800 円 0 円 32,800 円

現 行 比 41,100 円 77,900 円 110,700 円

Ｒ６（現行） Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

〔案１〕

199,900 円 241,100 円 279,900 円

前年度比 41,100 円 0 円 37,900 円

現 行 比 41,100 円 79,000 円

〔案２〕

199,900 円 241,100 円 279,900 円

前年度比 41,100 円 0 円 0円 37,900 円

現 行 比 41,100 円 79,000 円

〔案３〕

199,900 円 227,800 円 254,100 円 279,900 円

前年度比 27,900 円 0 円 26,300 円 0 円 24,800 円

現 行 比 27,900 円 54,200 円 79,000 円

－4－



▼【図表１３】保険税収入の見込み（現年課税分）

▼【図表１４】国保財政調整基金の見込み

４．保険税率改正案

令和７年度に、現行の保険税率から、現行の保険税率と県が示す令和６年度の標準保険税率との差

の３分の１分を引き上げる。

【図表１５】保険税率改正案

なお、今回の改正は第１段階とし、第２段階として令和８年度標準保険税率を参考に令和９年度

からの改正を検討し、最終段階として令和１０年度標準保険税率を参考に令和１１年度からの改正

を検討する予定である。

【図表１６】標準保険税率に向けた改正スケジュール（予定）

５．今後のスケジュール

令和７年２月１３日 国保運営協議会へ諮問・答申

２月２６日 第１回定例議会へ国民健康保険税条例改正案を上程予定

４月 １日 適用開始

７月 令和７年度本算定（当初賦課）から改正後保険税率で算定

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

〔案１〕 1,428,983,000 円 1,382,907,000 円 1,523,548,000 円

〔案２〕 1,428,983,000 円 1,382,907,000 円 1,339,482,000 円 1,475,141,000 円

〔案３〕 1,359,144,000 円 1,315,382,000 円 1,402,524,000 円 1,358,112,000 円 1,428,123,000 円

年度
積立額

（余剰金＋預金利子）

取崩額

（繰入金）
年度末残高 備 考

〔案１〕

Ｒ７ 1,208,000 円 ▲ 92,269,000 円 714,928,222 円

Ｒ８ 1,072,000 円 ▲ 140,888,000 円 575,112,222 円

Ｒ９ 97,928,000 円 0 円 673,040,222 円

〔案２〕

Ｒ７ 1,208,000 円 ▲ 92,269,000 円 714,928,222 円

Ｒ８ 1,072,000 円 ▲ 140,888,000 円 575,112,222 円

Ｒ９ 862,000 円 ▲ 182,707,000 円 393,267,222 円

Ｒ10 48,692,000 円 0 円 441,959,222 円

〔案３〕

Ｒ７ 1,208,000 円 ▲ 193,499,000 円 613,698,222 円

Ｒ８ 920,000 円 ▲ 240,443,000 円 374,175,222 円

Ｒ９ 561,000 円 ▲ 87,020,000 円 287,716,222 円

Ｒ10 431,000 円 ▲ 127,676,000 円 160,471,222 円

Ｒ11 5,890,000 円 0 円 166,361,222 円

区 分
医療給付費分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分 合 計

所得割率 均等割額 所得割率 均等割額 所得割率 均等割額 所得割率 均等割額

現行保険税率 6.00％ 20,000 円 3.30％ 11,600 円 3.10％ 13,000 円 12.40％ 44,600 円

改正保険税率 6.40％ 27,600 円 3.40％ 14,300 円 3.00％ 15,400 円 12.80％ 57,300 円

現行比 0.40％ 7,600 円 0.10％ 2,700 円 ▲0.10％ 2,400 円 0.40％ 12,700 円

標準保険税率 7.10％ 42,750 円 3.32％ 19,467 円 2.75％ 19,985 円 13.17％ 82,202 円

現 行 第１段階（R6 検討・今回） 第２段階（R8 検討） 最終(R10 検討)

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11
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( )
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( )
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( )

( )

( )

( )

( )

▼仮定税率

現行比 現行比 現行比 現行比 現行比

医療分 6.00 6.60 0.60 6.60 0.60 7.10 1.10

後期分 3.30 3.40 0.10 3.40 0.10 3.40 0.10

介護分 3.10 3.00 ▲ 0.10 3.00 ▲ 0.10 2.80 ▲ 0.30

計 12.40 13.00 0.60 13.00 0.60 13.30 0.90

医療分 20,000 31,400 11,400 31,400 11,400 42,800 22,800

後期分 11,600 15,600 4,000 15,600 4,000 19,500 7,900

介護分 13,000 16,500 3,500 16,500 3,500 20,000 7,000

計 44,600 63,500 18,900 63,500 18,900 82,300 37,700

▼世帯構成別保険税額
40歳代単身

所得金額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

夫給与収入額 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比

430,000 5,700 0 5,600

880,000 5,700 5,700 11,300

650,000 10,800 0 10,100

1,200,000 10,800 10,800 20,900

950,000 18,300 0 16,600

1,500,000 18,300 18,300 34,900

2,440,000 31,000 0 24,800

3,600,000 31,000 31,000 55,800

40歳代夫婦＋子２人
所得金額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

夫給与収入額 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比

430,000 11,400 0 11,200

880,000 11,400 11,400 22,600

1,600,000 26,000 0 22,300

2,400,000 26,000 26,000 48,300

2,440,000 42,300 0 36,100

3,600,000 42,300 42,300 78,400

4,360,000 61,400 0 49,300

6,000,000 61,400 61,400 110,700

前期高齢者夫婦
所得金額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

夫年金収入額 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比

430,000 9,300 0 9,100

1,530,000 9,300 9,300 18,400

900,000 18,700 0 17,600

2,000,000 18,700 18,700 36,300

1,300,000 30,800 0 28,800

2,400,000 30,800 30,800 59,600

1,900,000 41,100 0 37,900

3,000,000 41,100 41,100 79,000

▼保険税の賦課・収入
所 得 割 額 1,093,378,000 1,058,293,000 1,063,257,000

均 等 割 額 838,149,000 811,206,000 1,031,724,000

計 ① 1,931,527,000 1,869,499,000 2,094,981,000
法 定 軽 減 額 ② 231,178,000 223,752,000 284,687,000
各 種 減 免 額 ③ 16,497,900 16,104,900 19,376,900
限度額超・月割増減額等 ④ 163,654,000 158,463,000 170,120,000
保険税賦課(調定)見込額

（①－②－③－④）

保 険 税 収 入 見 込 額

（⑤×収入率 94％）

▼国保事業費納付金及びその財源
国民健康保険事業費納付金 2,105,270,000 2,088,427,000 2,071,719,000

国 県 支 出 金 65,668,000 63,552,000 71,696,000

一 般 会 計 繰 入 金 421,195,000 408,618,000 484,341,000

計 486,863,000 472,170,000 556,037,000
保 険 税 （ 現 年 分 ） 1,428,983,000 1,382,907,000 1,523,548,000

保 険 税 （ 滞 繰 分 ） 77,724,000 73,970,000 71,360,000

延 滞 金 等 19,431,000 18,492,000 17,840,000

計 1,526,138,000 1,475,369,000 1,612,748,000
財 源 過 不 足 額 ▲ 92,269,000 ▲ 140,888,000 97,066,000

▼国保財政調整基金
積立額(預金利子・余剰金) 1,208,000 1,072,000 97,928,000

取崩額(財源不足補てん金) ▲ 92,269,000 ▲ 140,888,000 0

年　度　末　残　高 714,928,222 575,112,222 673,040,222

〔案１〕試算表

年　　　度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

区　　分 現行税率
②

１/２反映税率
②

１/２反映税率
④

標準保険税率

所得割率
（％）

均等割額
（円／人）

年税額 年税額 年税額 年税額 年税額法定
軽減

６年度
年税額

７割 13,300 19,000 19,000 24,600 

５割 49,500 60,300 60,300 70,400 

２割 100,100 118,400 118,400 135,000 

－ 293,800 324,800 324,800 349,600 

年税額 年税額 年税額 年税額 年税額法定
軽減

６年度
年税額

７割 26,700 38,100 38,100 49,300 

５割 189,600 215,600 215,600 237,900 

２割 320,600 362,900 362,900 399,000 

－ 576,500 637,900 637,900 687,200 

年税額 年税額 年税額 年税額 年税額法定
軽減

６年度
年税額

７割 18,900 28,200 28,200 37,300 

５割 75,300 94,000 94,000 111,600 

２割 131,400 162,200 162,200 191,000 

－ 199,900 241,000 241,000 278,900 

算 出
保 険 税 額

⑤ 1,520,197,100 1,471,179,100 1,620,797,100

1,428,983,000 1,382,907,000 1,523,548,000

特
定
財
源

一
般
財
源

【資料】
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( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

▼仮定税率

現行比 現行比 現行比 現行比 現行比

医療分 6.00 6.60 0.60 6.60 0.60 6.60 0.60 7.10 1.10

後期分 3.30 3.40 0.10 3.40 0.10 3.40 0.10 3.40 0.10

介護分 3.10 3.00 ▲ 0.10 3.00 ▲ 0.10 3.00 ▲ 0.10 2.80 ▲ 0.30

計 12.40 13.00 0.60 13.00 0.60 13.00 0.60 13.30 0.90

医療分 20,000 31,400 11,400 31,400 11,400 31,400 11,400 42,800 22,800

後期分 11,600 15,600 4,000 15,600 4,000 15,600 4,000 19,500 7,900

介護分 13,000 16,500 3,500 16,500 3,500 16,500 3,500 20,000 7,000

計 44,600 63,500 18,900 63,500 18,900 63,500 18,900 82,300 37,700

▼世帯構成別保険税額
40歳代単身

所得金額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

夫給与収入額 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比

430,000 5,700 0 0 5,600

880,000 5,700 5,700 5,700 11,300

650,000 10,800 0 0 10,100

1,200,000 10,800 10,800 10,800 20,900

950,000 18,300 0 0 16,600

1,500,000 18,300 18,300 18,300 34,900

2,440,000 31,000 0 0 24,800

3,600,000 31,000 31,000 31,000 55,800

40歳代夫婦＋子２人
所得金額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

夫給与収入額 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比

430,000 11,400 0 0 11,200

880,000 11,400 11,400 11,400 22,600

1,600,000 26,000 0 0 22,300

2,400,000 26,000 26,000 26,000 48,300

2,440,000 42,300 0 0 36,100

3,600,000 42,300 42,300 42,300 78,400

4,360,000 61,400 0 0 49,300

6,000,000 61,400 61,400 61,400 110,700

前期高齢者夫婦
所得金額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

夫年金収入額 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比

430,000 9,300 0 0 9,100

1,530,000 9,300 9,300 9,300 18,400

900,000 18,700 0 0 17,600

2,000,000 18,700 18,700 18,700 36,300

1,300,000 30,800 0 0 28,800

2,400,000 30,800 30,800 30,800 59,600

1,900,000 41,100 0 0 37,900

3,000,000 41,100 41,100 41,100 79,000

▼保険税の賦課・収入
所 得 割 額 1,093,378,000 1,058,293,000 1,025,256,000 1,029,652,000

均 等 割 額 838,149,000 811,206,000 785,812,000 999,009,000

計 ① 1,931,527,000 1,869,499,000 1,811,068,000 2,028,661,000
法 定 軽 減 額 ② 231,178,000 223,752,000 216,743,000 275,652,000
各 種 減 免 額 ③ 16,497,900 16,104,900 15,723,900 18,876,900
限度額超・月割増減額等 ④ 163,654,000 158,463,000 153,618,000 164,832,000
保険税賦課(調定)見込額

（①－②－③－④）

保 険 税 収 入 見 込 額

（⑤×収入率 94％）

▼国保事業費納付金及びその財源
国民健康保険事業費納付金 2,105,270,000 2,088,427,000 2,071,719,000 2,055,145,000

国 県 支 出 金 65,668,000 63,552,000 61,556,000 69,419,000

一 般 会 計 繰 入 金 421,195,000 408,618,000 398,774,000 472,061,000

計 486,863,000 472,170,000 460,330,000 541,480,000
保 険 税 （ 現 年 分 ） 1,428,983,000 1,382,907,000 1,339,482,000 1,475,141,000

保 険 税 （ 滞 繰 分 ） 77,724,000 73,970,000 71,360,000 69,302,000

延 滞 金 等 19,431,000 18,492,000 17,840,000 17,325,000

計 1,526,138,000 1,475,369,000 1,428,682,000 1,561,768,000
財 源 過 不 足 額 ▲ 92,269,000 ▲ 140,888,000 ▲ 182,707,000 48,103,000

▼国保財政調整基金
積立額(預金利子・余剰金) 1,208,000 1,072,000 862,000 48,692,000

取崩額(財源不足補てん金) ▲ 92,269,000 ▲ 140,888,000 ▲ 182,707,000 0

年　度　末　残　高 714,928,222 575,112,222 393,267,222 441,959,222

〔案２〕試算表

年　　　度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

区　　分 現行税率
②

１/２反映税率
②

１/２反映税率
②

１/２反映税率
④

標準保険税率

所得割率
（％）

均等割額
（円／人）

年税額 年税額 年税額 年税額 年税額法定
軽減

６年度
年税額

７割 13,300 19,000 19,000 19,000 24,600 

５割 49,500 60,300 60,300 60,300 70,400 

２割 100,100 118,400 118,400 118,400 135,000 

－ 293,800 324,800 324,800 324,800 349,600 

年税額 年税額 年税額 年税額 年税額法定
軽減

６年度
年税額

７割 26,700 38,100 38,100 38,100 49,300 

５割 189,600 215,600 215,600 215,600 237,900 

２割 320,600 362,900 362,900 362,900 399,000 

－ 576,500 637,900 637,900 637,900 687,200 

年税額 年税額 年税額 年税額 年税額法定
軽減

６年度
年税額

７割 18,900 28,200 28,200 28,200 37,300 

５割 75,300 94,000 94,000 94,000 111,600 

２割 131,400 162,200 162,200 162,200 191,000 

－ 199,900 241,000 241,000 241,000 278,900 

算 出
保 険 税 額

⑤ 1,520,197,100 1,471,179,100 1,424,983,100 1,569,300,100

1,428,983,000 1,382,907,000 1,339,482,000 1,475,141,000

特
定
財
源

一
般
財
源
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( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

▼仮定税率

現行比 現行比 現行比 現行比 現行比

医療分 6.00 6.40 0.40 6.40 0.40 6.80 0.80 6.80 0.80 7.10 1.10

後期分 3.30 3.40 0.10 3.40 0.10 3.40 0.10 3.40 0.10 3.40 0.10

介護分 3.10 3.00 ▲ 0.10 3.00 ▲ 0.10 2.90 ▲ 0.20 2.90 ▲ 0.20 2.80 ▲ 0.30

計 12.40 12.80 0.40 12.80 0.40 13.10 0.70 13.10 0.70 13.30 0.90

医療分 20,000 27,600 7,600 27,600 7,600 35,200 15,200 35,200 15,200 42,800 22,800

後期分 11,600 14,300 2,700 14,300 2,700 16,900 5,300 16,900 5,300 19,500 7,900

介護分 13,000 15,400 2,400 15,400 2,400 17,700 4,700 17,700 4,700 20,000 7,000

計 44,600 57,300 12,700 57,300 12,700 69,800 25,200 69,800 25,200 82,300 37,700

▼世帯構成別保険税額
40歳代単身

所得金額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

夫給与収入額 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比

430,000 3,800 0 3,800 0 3,700

880,000 3,800 3,800 7,600 7,600 11,300

650,000 7,300 0 6,900 0 6,700

1,200,000 7,300 7,300 14,200 14,200 20,900

950,000 12,300 0 11,500 0 11,100

1,500,000 12,300 12,300 23,800 23,800 34,900

2,440,000 20,700 0 18,600 0 16,500

3,600,000 20,700 20,700 39,300 39,300 55,800

40歳代夫婦＋子２人
所得金額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

夫給与収入額 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比

430,000 7,600 0 7,500 0 7,500

880,000 7,600 7,600 15,100 15,100 22,600

1,600,000 17,400 0 16,000 0 14,900

2,400,000 17,400 17,400 33,400 33,400 48,300

2,440,000 28,300 0 26,000 0 24,100

3,600,000 28,300 28,300 54,300 54,300 78,400

4,360,000 41,100 0 36,800 0 32,800

6,000,000 41,100 41,100 77,900 77,900 110,700

前期高齢者夫婦
所得金額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

夫年金収入額 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比 ６年度比

430,000 6,200 0 6,100 0 6,100

1,530,000 6,200 6,200 12,300 12,300 18,400

900,000 12,600 0 12,100 0 11,600

2,000,000 12,600 12,600 24,700 24,700 36,300

1,300,000 20,900 0 19,800 0 18,900

2,400,000 20,900 20,900 40,700 40,700 59,600

1,900,000 27,900 0 26,300 0 24,800

3,000,000 27,900 27,900 54,200 54,200 79,000

▼保険税の賦課・収入
所 得 割 額 1,073,958,000 1,039,554,000 1,039,737,000 1,006,995,000 997,013,000

均 等 割 額 750,936,000 726,843,000 867,945,000 840,536,000 967,235,000

計 ① 1,824,894,000 1,766,397,000 1,907,682,000 1,847,531,000 1,964,248,000
法 定 軽 減 額 ② 207,076,000 200,440,000 239,433,000 231,867,000 266,881,000
各 種 減 免 額 ③ 15,186,900 14,839,900 16,938,900 16,524,900 18,391,900
限度額超・月割増減額等 ④ 156,732,000 151,773,000 159,261,000 154,338,000 159,694,000
保険税賦課(調定)見込額

（①－②－③－④）

保 険 税 収 入 見 込 額

（⑤×収入率 94％）

▼国保事業費納付金及びその財源
国民健康保険事業費納付金 2,105,270,000 2,088,427,000 2,071,719,000 2,055,145,000 2,038,703,000

国 県 支 出 金 65,066,000 62,971,000 68,262,000 66,100,000 70,647,000

一 般 会 計 繰 入 金 390,406,000 378,840,000 427,500,000 427,500,000 460,246,000

計 455,472,000 441,811,000 495,762,000 493,600,000 530,893,000
保 険 税 （ 現 年 分 ） 1,359,144,000 1,315,382,000 1,402,524,000 1,358,112,000 1,428,123,000

保 険 税 （ 滞 繰 分 ） 77,724,000 72,633,000 69,131,000 68,949,000 68,270,000

延 滞 金 等 19,431,000 18,158,000 17,282,000 17,237,000 17,067,000

計 1,456,299,000 1,406,173,000 1,488,937,000 1,444,298,000 1,513,460,000
財 源 過 不 足 額 ▲ 193,499,000 ▲ 240,443,000 ▲ 87,020,000 ▲ 127,676,000 5,650,000

▼国保財政調整基金
積立額(預金利子・余剰金) 1,208,000 920,000 561,000 431,000 5,890,000

取崩額(財源不足補てん金) ▲ 193,499,000 ▲ 240,443,000 ▲ 87,020,000 ▲ 127,676,000 0

年　度　末　残　高 613,698,222 374,175,222 287,716,222 160,471,222 166,361,222

〔案３〕試算表

年　　　度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

区　　分 現行税率
①

１/３反映税率
①

１/３反映税率
③

２/３反映税率
③

２/３反映税率
④

標準保険税率

所得割率
（％）

均等割額
（円／人）

年税額 年税額 年税額 年税額 年税額法定
軽減

６年度
年税額

７割 13,300 17,100 17,100 20,900 20,900 24,600 

５割 49,500 56,800 56,800 63,700 63,700 70,400 

２割 100,100 112,400 112,400 123,900 123,900 135,000 

－ 293,800 314,500 314,500 333,100 333,100 349,600 

年税額 年税額 年税額 年税額 年税額法定
軽減

６年度
年税額

７割 26,700 34,300 34,300 41,800 41,800 49,300 

５割 189,600 207,000 207,000 223,000 223,000 237,900 

２割 320,600 348,900 348,900 374,900 374,900 399,000 

－ 576,500 617,600 617,600 654,400 654,400 687,200 

年税額 年税額 年税額 年税額 年税額法定
軽減

６年度
年税額

７割 18,900 25,100 25,100 31,200 31,200 37,300 

５割 75,300 87,900 87,900 100,000 100,000 111,600 

２割 131,400 152,300 152,300 172,100 172,100 191,000 

－ 199,900 227,800 227,800 254,100 254,100 278,900 

算 出
保 険 税 額

⑤ 1,445,899,100 1,399,344,100 1,492,049,100 1,444,801,100 1,519,281,100

1,359,144,000 1,315,382,000 1,402,524,000 1,358,112,000 1,428,123,000

特
定
財
源

一
般
財
源
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༠㆟事項➨㸲ྕ

࠙ṓ入予算額ࠚ 㸦単位㸸千円ࠊ㸣㸧

令和㸵年度 令和㸴年度

予算額 構成比 予算額 構成比

࣭⌧年課税分ࠉ���������千円㸦前年度比ࠉ�������千円㸧

࣭⁫⣡繰㉺分ࠉࠉ�������千円㸦前年度比ڸ�������千円㸧

࣭ᬑ通交付金ࠉ���������千円㸦前年比ࠉ�������千円㸧

࣭特別交付金ࠉࠉ�������千円㸦前年比ڸ��������千円㸧

����ࠉ㸦保険者ດຊ支援分ࠉ��千円ࠊ特別調整交付金ࠉ������千円ࠊ県繰入金ࠉ������千円ࠊ

���千円㸧ࠉയ病手当金ࢼࣟࢥࠊ������千円ࠉ特定健診等負担金ࠉࠉ

࣭事ົ費等ࠉࠉࠉࠉࠉࠉ��������千円ࠉ

࣭保険基┙Ᏻ定事業費ࠉ��������千円㸦前年比ڸ�������千円㸧

࣭出産育児一時金ࠉࠉࠉ��������千円㸦前年比ڸ�������千円㸧ࠉ

࣭㈈ᨻᏳ定໬支援事業費ࠉ������千円

�他繰入金����������������千円㸦療㣴給付費交付金࣐ࣝ福減額分㸧ࡢࡑ࣭

࣭産前産ᚋ保険税㍍減分ࠉࠉ����千円

࣭特定健康診ᰝ自ᕫ負担金ࠉ�����千円

࣭ᰤ㣴ᩍ室ཧ加者負担金ࠉࠉࠉ���千円

令和㸵年度ࠉ笠間市国民健康保険特別会計予算㸦案㸧

款 項 目
比ࠉ較
増減額

比ࠉ較
増減⋡

備ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ考

��国民健康保険税 ��国民健康保険税

��一般被保険者国民健康保険税 ��������� ���� ��������� ���� ������ ���

��㏥職被保険者等国民健康保険税 �� ��� �� ��� � ���࣭ ⁫⣡繰㉺分ࠉ��千円㸦㏥職者医療ไ度ࡣ平成��年度࡛ᗫṆ㸧

��౑用料及ࡧ手ᩘ料 ��手ᩘ料 ��╩ಁ手ᩘ料 ��� ��� ����� ��� ����ڸ ࣭�����ڸ ╩ಁ手ᩘ料ࠉ�����௳

��国ᗜ支出金 ��国ᗜ補助金 ��国民健康保険⅏ᐖ臨時特౛補助金 � ��� � ��� � ���࣭ ᮾ日本኱㟈⅏➨一ཎⓎ事ᨾ㑊㞴者支援補助

��県支出金 ��県補助金࣭負担金 ��保険給付費等交付金 ��������� ���� ��������� ���� ������ ���

��㈈産収入 ��㈈産運用収入 ��利子及ࡧ㓄当金 ����� ��� �� ��� ����� ��������࣭ ㈈ᨻ調整基金利子

��他会計繰入金 ��一般会計繰入金 ������� ��� ������� ��� �������ڸ ����ڸ

��基金繰入金 ��㈈ᨻ調整基金繰入金 ������� ��� ������� ��� ��������ڸ �����ڸ

��繰㉺金 ��繰㉺金 ��繰㉺金 � ��� � ��� � ���

��一般被保険者ᘏ⁫金 ������ ��� ������ ��� �������ڸ ࣭�����ڸ 国保税ᘏ⁫金

��㏥職被保険者等ᘏ⁫金 � ��� ��� ��� ��ڸ� ��ڸ���

��一般被保険者加算金 � ��� � ��� � ���

��㏥職被保険者等加算金 � ��� � ��� � ���

��過料 � ��� � ��� � ���

��一般被保険者➨୕者⣡付金 ����� ��� ������ ��� ������ڸ ࣭�����ڸ 交通事ᨾ等ࡢ損ᐖ㈺償金等

��一般被保険者㏉⣡金 ����� ��� ����� ��� ����ڸ ࣭����ڸ 資᱁႙失ᚋ受診等ࡿࡼ࡟保険者負担分ࡢ㏉⣡金等

��雑入 ����� ��� ����� ��� ����ڸ �����ڸ

計ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉྜ ��������� ���� ��������� ����� �������ڸ ����ڸ

��繰入金

��諸収入

��ᘏ⁫金ࠊ加算金及ࡧ過料

��雑入

�����
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࠙ṓ出予算額ࠚ 㸦単位㸸千円ࠊ㸣㸧

令和㸵年度 令和㸴年度

予算額 構成比 予算額 構成比

࣭職員��ྡ 分ࡢ人௳費࣭ࠉ会計年度௵用職員報酬

通信運搬費等࣭ࠉ㟁算委託料࣭ࠉⅬ᳨手ᩘ料ࢺࣉࢭ࣭ࣞ

࣭出産育児一時金ࠉ�������円���௳

࣭支払手ᩘ料ࠉ�௳���円

࣭��ṓ㹼��ṓࡢ被保険者ࢆᑐ㇟ࡓࡋ࡜特定健診及ࡧ特定保健ᣦᑟ࡟ಀࡿ経費

࣭特定健診受診⋡ྥୖࡢࡵࡓࡢ委託料ࠉ�����千円

࣭人間ࢡࢵࢻ������円����人分ࢡࢵࢻ⬻ࠊ������円����人分ࡢ補助ࠉ������千円

࣭医療費通知㸰ᅇ分ࡢ㒑㏦料㸦年㸳ᅇ通知ࡽ࠿ኚ᭦㸧ࠉ�����千円

���千円ࠉ㒑㏦料ࡢ医薬品差額通知㸱ᅇ分ࢡࢵࣜࢿ࢙ࢪ࣭

࣭保健࣮ࢱࣥࢭ㸦健診等㸧年間予定⾲స成経費ࠉ���千円

࣭⢾ᒀ病予防ᩍ室ࠊ㔜症໬予防ᩍ室経費等ࠉ�����千円

࣭⢾ᒀ病治療中断者ࠊᮍ治療者࡟ᑐࡿࡍ医療機㛵受診່ዡ事業ࠉ�����千円

款 項 目
比ࠉ較
増減額

比ࠉ較
増減⋡

備ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ考

��⥲ົ管理費

��一般管理費 ������� ��� ������� ��� ����� ���

��㐃ྜ会負担金 ����� ��� ����� ��� �� ���࣭ Ⲉᇛ県国保㐃ྜ会負担金

��ᚩ税費 ��㈿課ᚩ収費 ������ ��� ������ ��� ��� ���࣭ 会計年度௵用職員報酬࣭ࠉ通信運搬費࣭ࠉ収⣡取扱手ᩘ料等

��運営༠㆟会費 ��運営༠㆟会費 ��� ��� ��� ��� ���ڸ �����ڸ࣭ 報酬࣭ࠉ研修旅費࣭ࠉ県運営༠㆟会長会負担金

��㊃᪨ᬑ及費 ��㊃᪨ᬑ及費 ����� ��� ����� ��� � ���࣭ ไ度ࠊ㊃᪨ᬑ及ࢺࢵࣞࣇࣥࣃ等ࡢ印刷製本費

��療㣴諸費

��一般被保険者療㣴給付費 ��������� ���� ��������� ���� �������ڸ ࣭����ڸ 療㣴給付費ࠉ一人当ࡾ支払見㎸額��������円�������人

��一般被保険者療㣴費 ������ ��� ������ ��� ����� ���࣭ 一般診療費࣭ࠉ治療用⿦ල࣭ࠉ施⾡等ࡢ療㣴費等

��ᑂᰝ支払手ᩘ料 ������ ��� ������ ��� ��ڸ�� ࣭����ڸ 療㣴給付費等ࡢᑂᰝ支払手ᩘ料

��㧗額療㣴諸費

��一般被保険者㧗額療㣴費 ������� ��� ������� ��� ������ ����࣭ 医療機㛵ࡢ࡬⌧物給付分及ࡧ自ᕫ負担㝈度額ࢆ㉸ࡓ࠼医療費分ࡢ支給㸦㧗額ࣞࡢࢺࣉࢭ増加㸧

��一般被保険者㧗額介護ྜ算療㣴費 ��� ��� ��� ��� � ���࣭ 医療費࡜介護ࢫࣅ࣮ࢧ費ྜ算ࡢ自ᕫ負担㝈度額ࢆ㉸ࡓ࠼医療費分ࡢ支給

��⛣㏦費 ��一般被保険者⛣㏦費 ��� ��� ��� ��� � ���

��出産育児諸費 ��出産育児一時金 ������ ��� ������ ��� ������ڸ �����ڸ

��ⴿ⚍諸費 ��ⴿ⚍費 ����� ��� ����� ��� ��� ���࣭ ⴿ⚍費ࠉ������円����௳

��യ病手当金 ��യ病手当金支給事業 ��� ��� ��� ��� � ���࣭ ᪂ᆺࢫࣝ࢖࢘ࢼࣟࢥឤᰁ症࡟ឤᰁࡓࡋ被保険者࡟ᑐࡿࡍയ病手当金㸦令和�年�᭶�日前㐳及⏦請分㸧

��医療費給付費分 ��一般被保険者医療給付費分 ��������� ���� ��������� ���� �������ڸ ����ڸ

��ᚋ期㧗㱋者支援金等分 ��一般被保険者ᚋ期㧗㱋者支援金等分 ������� ��� ������� ��� �������ڸ ����ڸ

��介護⣡付金分 ��介護⣡付金分 ������� ��� ������� ��� ���ڸ���� ��ڸ��

��共ྠ事業拠出金 ��共ྠ事業拠出金 他共ྠ事業拠出金ࡢࡑ�� � ��� � ��� ��ڸ ࣭������ڸ ㏥職者医療࡟ಀࡿ事ົ費拠出金㸦事業⤊஢㸧

��特定健康診ᰝ等事業費 ��特定健康診ᰝ等事業費 ������ ��� ������ ��� ������ڸ ����ڸ

��保健事業費

��保健衛生ᬑ及費 ������ ��� ������ ��� ����ڸ ����ڸ

��生活⩦័病予防ᑐ⟇事業費 ����� ��� ����� ��� �����ڸ� �����ڸ

��⥲ົ費

��保険給付費

��国民健康保険事業費⣡付金 ࣭県算定ࠉ令和㸵年度⣡付金

��保健事業費

�����



令和㸵年度 令和㸴年度

予算額 構成比 予算額 構成比
款 項 目

比ࠉ較
増減額

比ࠉ較
増減⋡

備ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ考

��基金積立金 ��基金積立金 ��‽備金積立金 ����� ��� �� ��� ����� ��������࣭ 令和㸴年度ᮎ⌧在㧗ࠉ�������千円㸦令和㸴年��᭶⌧在見㎸額㸧

��償還金及ࡧ還付加算金

��一般被保険者保険税還付金 ����� ��� ����� ��� � ���࣭ 保険税還付金

��償還金 � ��� � ��� � ���

��一般被保険者保険税還付加算金 ��� ��� ��� ��� � ���

��公営企業費 ��直営診療施設຺定補助金 ����� ��� ����� ��� ������ڸ ࣭�����ڸ 特別調整交付金ࡕ࠺ࡢ市立病院ࡢ平日夜間診療ᐇ施分ࢆ市立病院会計࡬支出

��予備費 ��予備費 ��予備費 ����� ��� ��� ��� ��� �����

計ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉྜ ��������� ���� ��������� ����� �������ڸ ����ڸ

年度 被保険者ᩘ 前年比

㹐㸲年度ᮎ ������人 ����人ڸ

㹐㸳年度ᮎ ������人 ����人ڸ

㹐㸴年��᭶ᮎ ������人 ����人ڸ

��諸支出金

�����


